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２００６年７月２１日

松下電器産業株式会社 環境本部
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松下グループの
大阪府環境審議会揮発性有機化合
物・化学物質対策部会
大阪府環境審議会

揮発性有機化合物・化学物質対策部会発表

資 料 ２
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１．環境経営の概要

２．化学物質管理

３．工場での取り組み

４．製品での取り組み

５ ．意見・要望 （私見）
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会 社 概 要会 社 概 要

■事業分野 :

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｯﾄﾜｰｸ分野、ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・環境ｼｽﾃﾑ分野

ﾃﾞﾊﾞｲｽ・生産ｼｽﾃﾑ分野、ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ分野

■ 従業員 ： 334,402人

＜2005年度連結業績＞

■売 上 高 ： 88,943億円

■営業利益 ： 4,143億円
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地球環境との共存地球環境との共存

ユビキタスネットワーク社会の実現ユビキタスネットワーク社会の実現

デジタル

ネットワーク
サービス・
ソリューション

アプライアンス

環境システム

デバイス
生産システム

人々の豊かなくらし・人生に貢献人々の豊かなくらし・人生に貢献

２１世紀の松下のビジョン２１世紀の松下のビジョン
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グリーンプラン２０１０グリーンプラン２０１０グリーンプラン２０１０

環 境 宣 言環環 境境 宣宣 言言

環境行動計画

環 境 へ の 基 本姿 勢環 境 へ の 基 本姿 勢

経 営 基 本 方 針経 営 基 本 方 針

環 境 ビ ジ ョ ン環環 境境 ビビ ジジ ョョ ンン
新たな新たな
くらし価値くらし価値

環境・エネ環境・エネ
ルギー事業ルギー事業

グリーングリーン
プロダクツプロダクツ

販売・物流の販売・物流の

グリーン化グリーン化

環境経営と環境経営と

人づくり人づくり
環境リスク環境リスク
への対応への対応

クリーンクリーン
ファクトリーファクトリー

環境コミュニ環境コミュニ
ケーションケーション

製品製品
リサイクルリサイクル 分

野
目 標

基 本 目 標

目標

マ
ネ
ジメ

トン

地球環境
との共存
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リージョナル環境会議

ドメイン環境会議

海外地域

統括会社

環 境 政 策 委 員 会

関 連 職 能

国内拠点

海 外 部 門

ファクター5プロジェクト

商品設計部会／３Ｒモノづくり部会

表示部会／訴求部会

物流省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進部会／物流省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進責任者会議

企画推進部会／製品化学物質管理部会
製品化学物質リスク対策委員会／塩ビ樹脂削減部会

工場省ｴﾈﾙｷﾞｰ部会／省ｴﾈﾙｷﾞｰ推進責任者会議
工場化学物質管理部会／資源・廃棄物管理部会

環境経営革新ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ／環境会計部会（仮）

戦略企画部会／企画推進部会／リサイクル技術部会
海外対応部会／法制化対応部会

土壌環境対策ﾀｽｸﾌｫｰｽ

労働安全衛生部会／ファシリティ部会／製品部会

海外拠点

【課題別推進体制】

環 境 経 営 革 新 委 員 会

土 壌 環 境 対 策 委 員 会

「地球を愛する市民活動」推進委員会

グ リーン プロダクツ推進委員会

製 品 化 学 物 質 管 理 委 員 会

クリーンファク トリー推進委員会

グリーンロジスティクス推進委員会

リ サ イ ク ル 委 員 会

ドメイン会社

海外販社

海外R&D

環 境 表 示 訴 求 委 員 会

運営会議

【環境経営の全社統括】

【ドメイン・地域の環境経営推進】

全 社 石 綿 対 策 委 員 会

環 境 運 営 委 員 会

環 境 本 部

環 境 渉 外 情 報 検 討 会

リサイクル事業推進室

Ｐ Ｃ Ｂ 対 策 推 進 室

社 長

経営会議

担当役員

環境経営革新ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ／環境会計革新ＷＧ

2 0 0 62 0 0 6年度年度 環境経営推進体制環境経営推進体制
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I S O 1 4 0 0 1  I S O 1 4 0 0 1  認証取得認証取得
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法 規 制 ／ 日 本法 規 制 ／ 日 本

理理

念念

一一

般般

個個

別別

規規

制制

環環 境境 基基 本本 法法 （（9393））

循環型社会形成推進基本法（01）

廃棄物処理法
（70）

資源有効利用促進法
（３Ｒ法） （01）

省
エ
ネ
法

ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー

京都議定書（2月16日発効）

地球温暖化対策推進法
（2月16日施行）

品
目

拡
大

パ
ソ
コ
ン

二
次
電
池

個別リサイクル法

グリーン購入法･品目拡大
(01～毎年）

支支

援援

家

電

容
器
包
装

食

品

建

設

自
動
車

京都議定書
目標達成計画

省
エ
ネ
法
改
正

新
エ
ネ
特
別
法

基本計画
（03）

改正省エネ・
リサイクル支援法(03) 

環境保全・環境教育推進法
（03）

改
正
化
審
法

（05） （02） （01） （97） （01）

（01）

事
業
系

家
庭
系

（01）（03） （03）

フ
ロ
ン
回
収
破
壊
法

（02）

Ｐ
Ｃ
Ｂ
特
別
措
置
法

（01）

Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
法

（99）

土
壌
汚
染
対
策
法

（03） （03）

数字は法律の施行年または施行予定年。法律以外は成立年

複
写
機

（07
予）

大
防
法
・水
濁
法
等

環 境 配 慮 促 進 法
（04）
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C-RoHSCA-WEEE/RoHS

Hg規制

J-Moss製品含有製品含有

化学物質化学物質

C-WEEE

包装材

廃棄電池汚染防止

CA-WEEE、ＳＢ-50

包装材

RBRC

包装材

ELV

電池指令

家電ﾘｻｲｸﾙ法

容器包装ﾘｻｲｸﾙ法

自動車ﾘｻｲｸﾙ法

電池ﾘｻｲｸﾙ

製品ﾘｻｲｸﾙ製品ﾘｻｲｸﾙ

省エネ設計基準

省エネラベル

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ規則

E-Star , Prop65CE Mark

トップランナー

エコマーク

エコデザインエコデザイン

表表 示示

新規化学物質管理

危険化学品安全管理

TSCA

TRI

EINECS/ELINCS

EPER

化審法

PRTR法

化学物質化学物質

審査・登録審査・登録

管理管理

中中 国国米米 国国欧欧 州州日日 本本

法規制／グローバル法規制／グローバル

RoHS

REACH 

WEEE 

EuP/IPP 
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化学物質管理の潮流化学物質管理の潮流

■範囲の拡大 （対象物質拡大、規制基準強化）

・ 生態系保護 ・・・ 化審法、水質環境基準

■法規制＋自主取組
・有害大気汚染物質～ ＶＯＣ 排出抑制

■情報開示
・ ＰＲＴＲ ・・・ 自主的公表／リスクコミュニケーション

■予防原則の台頭
・ ＥＵの各種規制 → 我が国にも影響

■製品規制／ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ対応
①審査・登録 ②含有 ③表示

■科学的知見の蓄積 （国際協力）

・ ＨＰＶ、ＧＨＳ、ＳＡＩＣＭ、その他
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化 学 物 質化 学 物 質 管 理管 理

E M SE M S
（（ISO14001ISO14001））

Plan
4.2 環境方針

4.3 計画

Action
4.6 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾚﾋﾞｭｰ

Do
4.4 実施及び運用

4.4.6 運用管理

Check
4.5 点検

●化管法・化学物質管理指針

1. 設備の改善及び管理の方法
2. 使用の合理化対策
3. 国民の理解の増進
4. 性状及び取扱いに関する情報の活用

●化学物質適正管理指針（大阪府条例）

・適正管理のための遵守事項
1. 管理規定類の作成
2. 管理組織の整備
3. 適正管理
記録、情報収集、保守点検等

4. 従業員の教育
5. 事故時の措置

・適正管理のための配慮事項

排出抑制、自己監視、事前評価、
関連企業支援

●松下ｸﾞﾙｰﾌﾟ化学物質管理ﾗﾝｸ指針
（工場版）

4. 適用範囲
5. 適用ランクの判定

禁止／削減／管理
6 .制定と改廃
8. 化学物質リスト

＜項目例＞

・MSDSの整備
・容器等への表示

・緊急時対応

・新規化学物質事前評価

・使用状況管理

・物質収支管理
・廃棄物処理

・教育他

化学物質管理基準

○○基準

△△基準
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化学物質管理ランク指針化学物質管理ランク指針 （工場版（工場版Ver2.1Ver2.1））

計 ５０９物質群 （１,４２３物質）

３６１物質群 （６００物質）排出・移動量等を削減する「適正管理」

１１２物質群 （４９１物質）使用量を削減「 削 減 」

３６物質群 （３３２物質）使用の禁止「 禁 止 」

物 質 群定 義ラ ン ク

ランクの定義ランクの定義

対象
化学物質に
該当する

①条約
②法律
③通達
で禁止/削減

④リスク評価
で禁止/削減

「削減」ランク物質

「禁止」ランク物質

「適正管理」
ランク物質

各事業場で対応

YES

YES YES

YESYESNO

NO NO

ランク付けの考え方ランク付けの考え方
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１．環境経営の概要

２．化学物質管理

３．工場での取り組み

４．製品での取り組み

５ ．意見・要望 （私見）
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９０％
以上

５０％
以上

２０１０年度２００５年度
クリーンファクトリー

認定工場

コーポレート目標

１．全工場のレベルアップをはかり環境パフォーマンス向上

２．各工場の取組みを訴求し、工場のイメージアップを図る

加点
要素

特徴あるＣＦ活動を評価
マネジメント、地域性等を考慮

クリーンファクトリー

（ＣＦ）認定工場
継続的な環境
負荷低減取組

特徴ある

ＣＦ活動の展開

認定項目

地球温暖化防止

廃棄物削減

化学物質排出抑制

水資源
有効活用

外部表彰 ● ● ●

クリーンファクトリー（ＣＦ）認定制度クリーンファクトリー（ＣＦ）認定制度

ISO14001の認証取得

従来は、商品をクローズアップ(業界、当社とも)
最近、シャープなど、工場にもフォーカス開始

全工場をクリーンファクトリーに

必須基準⇒

目 的
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法規制等と松下法規制等と松下GGの対応の対応

法規制 + 自主的取組み

使用量／排出・移動量の削減
（33／50削減活動）

焼却炉の全廃

化管法 （PRTR法）

ダイオキシン類対策特別措置法

／大気汚染防止法改正

19991999

VOCの排出抑制・・・VOCの排出抑制大気汚染防止法改正20052005

有害大気汚染物質の排出抑制・・・有害大気汚染物質の
排出抑制自主的取組み

大気汚染防止法改正19961996

塩素系有機溶剤の使用全廃（洗浄用）土壌環境基準設定
土壌・地下水調査・浄化指針

19911991
19941994

特定フロンの使用全廃オゾン層保護法19881988

松下松下GGの対応の対応法法 規規 制制 等等年年
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事 例 ①事 例 ①

塩素系有機溶剤の使用全廃塩素系有機溶剤の使用全廃 （洗浄用）（洗浄用） 有害大気汚染物質の排出抑制有害大気汚染物質の排出抑制

(㌧) (％)

3416
3769 3605

2450
2815

249 219

89 90 91 92 93 94 95 96

使用全廃

96～

■■ 対象物質対象物質

アクリロニトリル、アセトアルデヒド
塩化ビニルモノマー、クロロホルム
１，２－ジクロロエタン、ジクロロメタン
テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン
１，３－ブタジエン、ベンゼン
ホルムアルデヒド、二硫化三ニッケル
硫酸ニッケル

■対象物質

１，１，１－トリクロロエタン、ジクロロメタン
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン
１，２－ジクロロエタン、四塩化炭素
１，１－ジクロロエチレン
シスー１，２－ジクロロエチレン
１，１，２－トリクロロエタン、１，３－ジクロロプロペン

100.0
95.2

58.3

73.8

2.1 1.0 0.1 0.1 0.5 0.4

96 97 98 99 00 01 02 03 04 05
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事例②事例② 33/5033/50削減活動削減活動 （（11））

計 509物質群（1,423物質）

361物質群（600物質）排出・移動量等を削減する「適正管理」

112物質群（491物質）使用量を削減「削減」

36物質群（332物質）使用の禁止「禁止」

物 質 群定 義ランク

762 816

680

415
318 292 292 307

98 99 00 01 02 03 04 05

4830

3461
2837

2057
1710

857
1207 933

98 99 00 01 02 03 04 05

化学物質管理ランク指針化学物質管理ランク指針((工場版）工場版） Ver2.1Ver2.1

「適正管理」ランク物質の排出・移動量削減「削減」ランク物質の使用量削減

(㌧)(㌧)

削減活動実績削減活動実績

３年で３３％、６年で５０％削減

60％削減56%削減「適正管理」ランク物質の排出・移動量

81％削減56%削減「削減」ランク物質の使用量
1998日本

実 績目 標

2005年度基準
年度

地域
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事例②事例② 33/5033/50削減活動削減活動 （（22））

マテリアルバランスマテリアルバランス

2005年度・日本

排出・移動量における構成排出・移動量における構成
2005年度・日本

6.5%

8.4%

0.3%

9.2%

1.8%

2.0%

13.0%

23.6%

2.7%

4.3%

2.2%
9.4%

16.7%

ヘキサフルオロエタン、
パーフルオロエタン

一酸化二窒素

フッ化水素及び
その水溶性塩

トルエン

キシレン

スチレン

N,N-ジメチルホルムアミド

エチルベンゼン

N,N-ジメチル
アセトアミド

その他

その他

２－アミノエタノール

その他

大気排出量
80.5％

公共水域排
出量4.6％

移動量
14.9％

除去処理量
2945㌧

使用量
90330㌧

大気排出量
662㌧

リサイクル量
6077㌧

消費量
80491㌧移動量

123㌧土壌排出
0㌧

公共水域排出量
38㌧
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事例③事例③ VOCVOC排出量削減計画排出量削減計画

123 0
9 7 7 1 1 0 3

8 1 6 6 9 6

2 3 6

2 6 6
3 0 3

2 0 1
1 5 3

3 6 2 8

6 8 6
6 9 8

4 8 6
4 5 2

1 0 6

3 9

9 2

5 5
5 5

0

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

4 0 0 0

5 0 0 0

6 0 0 0

2 0 0 0年 度
実 績

2 0 0 4年 度
実 績

2 0 0 5年 度
実 績

2 0 0 8年 度
計 画

2 0 1 0年 度
計 画

排出量
基準年 5200㌧

(㌧)

松下電器

日本ビクター

松下電工

パナホーム

2000年度
実績

2004年度
実績

2005年度
実績

2008年度
計画

2010年度
計画

ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙｱﾙｺｰﾙ、ﾄﾙｴﾝ、

ｱｾﾄﾝ、酢酸ﾌﾞﾁﾙ、ﾒﾀﾉｰﾙ、

ｷｼﾚﾝ、ﾒﾁﾙｴﾁﾙｹﾄﾝ、ｼﾞｸ

ﾛﾛﾒﾀﾝ、ｽﾁﾚﾝ、ｴﾀﾉｰﾙ、ｴ

ﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾃﾄﾗﾋﾄﾞﾛﾌﾗﾝ、

１‐ﾒﾄｷｼ‐2‐ﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ、ｎ

－ﾌﾞﾀﾉｰﾙ、ｸﾛﾛﾎﾙﾑ、ﾒﾁﾙ

ｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ、ｎ－ﾍﾌﾟﾀﾝ、

酢酸ｴﾁﾙ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ｼ

ｸﾛﾍｷｻﾉﾝ
1968㌧

2196㌧
（42％）

対象ＶＯＣ

1558㌧ 1356㌧
（26％）
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排 出 量 の 削 減 方 法排 出 量 の 削 減 方 法

■■ 材料代替化材料代替化

・ 低有害性、低含有率、非溶剤系

■■ 施設構造、処理工程、管理等の改善施設構造、処理工程、管理等の改善

・ ブース、エアシールの設置

・ 効率向上 （塗装、洗浄）

・ 日常管理・保管 （飛散、漏洩等の防止）

■■ 処理装置の設置処理装置の設置

・ 回収 （吸着、吸収、冷却）

・ 分解 （燃焼処理、その他）

22

１．環境経営の概要

２．化学物質管理

３．工場での取り組み

４．製品での取り組み

５ ．意見・要望 （私見）
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３R

CLEAN 

SAVE

資源効率

化学物質 ： ６物質廃止

温暖化防止効率

環境効率向上型製品

環境問題解決型製品

環境効率の飛躍的な進歩

持続可能な社会の実現に新トレンドを作る製品

製品アセスメント

必須基準の順守
1.法順守

2.グリーン調達の実施

3.化学物質管理ﾗﾝｸ指針に基づいた運用

ＧＰＧＰ

業界Ｎｏ．１の環境性能を実現した製品

スーパーＧＰスーパーＧＰ

※

※６物質廃止は全製品の必須基準

グリーンプロダクツ（グリーンプロダクツ（GPGP）の体系）の体系

ダントツダントツＧＰＧＰ

ライフサイクルで
環境適合性を事前評価

24

■ ＲｏＨＳ（有害物質使用規制）指令

２００６年７月１日より含有禁止２００６年７月１日より含有禁止

ＥＵ内で同一の規制

基本的にＷＥＥＥと同じ製品領域

適用除外も設定

６有害物質の原則使用禁止６有害物質の原則使用禁止

①鉛②水銀③カドミウム ④６価クロム

特定臭素系難燃剤（⑤PBB・⑥PBDE）

■ 松下電器の対応

１年前倒し１年前倒し 全製品対応全製品対応 全世界対応全世界対応

３ R o H SR o H S指令への対応指令への対応
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部品材料の調査

不使用保証書の回収
（１１,０００社）

禁止物質含有調査
（1,320,000点／48,300機種）

GP-Webを開発導入

部品材料の監視

サプライヤー監査
（７,３００社）

自社分析体制を構築
・分析装置の導入（３６０台）
・中国部材試験センター設立

代替化の推進

部品・部材代替化
（２８０,０００点）

製品代替化
（３１,４００機種）

製品保証

製品保証の仕組み構築

（品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑへの落し込み）

漏れのない徹底的な行動

特定化学物質不使用の取組み特定化学物質不使用の取組み

26

１．環境経営の概要

２．化学物質管理

３．工場での取り組み

４．製品での取り組み

５ ．意見・要望 （私見）



27

意見 ・要望意見 ・要望 （私見 ）（私見 ）

■リスク評価に基づく施策

・ 環境ホルモン問題とアスベスト問題の総括

・ アセスメント（シュミレーション）と結果の評価

・ なぜ一律規制なのか ・・・ 化学物質リスクは地域限定

■■ リスク評価に基づく施策リスク評価に基づく施策

・ 環境ホルモン問題とアスベスト問題の総括

・ アセスメント（シュミレーション）と結果の評価

・ なぜ一律規制なのか ・・・ 化学物質リスクは地域限定

■行政支援

・化学物質含有情報のサプライチェーンでの流通

・ 材料、設備メーカーでの技術開発

・ インセンティブ（表彰等） ・・・ 地球温暖化防止、省資源リサイクル等はあり

■■ 行行 政政 支支援援

・化学物質含有情報のサプライチェーンでの流通

・ 材料、設備メーカーでの技術開発

・ インセンティブ（表彰等） ・・・ 地球温暖化防止、省資源リサイクル等はあり

■運 用

・ 化学物質管理の基本法制定

・ 法と条例の重複回避

・ 公害防止の再認識 ・・・ 検討会 （経済産業省・環境省）

■■ 運運 用用

・ 化学物質管理の基本法制定

・ 法と条例の重複回避

・ 公害防止の再認識 ・・・ 検討会 （経済産業省・環境省）
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ご清聴ありがとうございました。

松下グループは、みなさまと共に松下グループは、みなさまと共に

「チーム・マイナス６％」に取り組んでいます。「チーム・マイナス６％」に取り組んでいます。


